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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一端から他端へ流体を流通させる流路を形成し、前記一端側の第一部材と前記他端側の
第二部材とを連結するハウジングと、
　前記ハウジングに設けられる脈動低減部材と、
　を備え、
　前記脈動低減部材は、
　前記ハウジングに一体的に筒形状に形成され、前記筒形状の一端側の開口部を前記流路
に連通させ、前記筒形状の径方向内方に張り出す環状のつば部を有する前記シリンダと、
　前記シリンダ内において前記つば部より前記流路の反対側に配置され、前記シリンダ内
を移動可能なピストンと、
　前記つば部の端面と前記ピストンの一端面との間に圧縮された状態で挟まれ、前記シリ
ンダ内において前記ピストンより前記流路側の領域と前記流路の反対側の領域とを仕切り
、前記ピストンの位置に応じて圧縮状態が変化する弾性シール部材と、
　前記シリンダ内において前記ピストンより前記流路の反対側の領域に配置され、前記ピ
ストンを前記流路側への移動させる付勢力でありかつ前記弾性シール部材を圧縮する前記
付勢力を付与する付勢体と、
　を備えるコネクタ。
【請求項２】
　前記付勢体は、前記ピストンの他端面と前記シリンダの他端側の面との間に取り付けら
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れるゴム、コイルばね、板ばね、および弾性樹脂の何れかである弾性材を備える、請求項
１のコネクタ。
【請求項３】
　前記シリンダは、前記筒形状の他端側に開口部を備え、
　前記シリンダ内において前記ピストンより前記流路の反対側の領域は、大気に開放され
ている請求項２のコネクタ。
【請求項４】
　前記シリンダは、前記筒形状の他端側に閉塞底面を備え、
　前記シリンダ、前記ピストンおよび前記弾性シール部材は、前記シリンダ内において前
記ピストンより前記流路の反対側の領域に密閉室を形成し、
　前記付勢体は、前記弾性材に加えて、前記密閉室内の気体を備える、請求項２のコネク
タ。
【請求項５】
　前記シリンダは、前記筒形状の他端側に閉塞底面を備え、
　前記シリンダ、前記ピストンおよび前記弾性シール部材は、前記シリンダ内において前
記ピストンより前記流路の反対側の領域に密閉室を形成し、
　前記付勢体は、前記密閉室内の気体である、請求項１のコネクタ。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、配管のコネクタに関し、より詳しくは流体輸送する際に、流体の脈動を低減
することが可能なコネクタに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、自動車の燃料供給系に適用される配管において、コネクタは、ポンプから圧送
される燃料を流通させるホースと、当該燃料を複数のインジェクタに分配供給するフュー
エルデリバリパイプとを連結する。このような配管では、設定された一定圧力となるよう
にポンプによりホース内の燃料を加圧することで燃料輸送を行っている。この状態で、燃
料供給を制御するためにインジェクタなどの噴射装置を開閉すると、配管内の圧力が変動
し燃料が脈動することが知られている。燃料が脈動すると、噴射装置における燃料の圧力
に過不足が生じ、噴射装置による噴射される燃料の量が所望の量に対して誤差を生じるお
それがある。
【０００３】
　そこで、脈動を低減するために種々提案されている。例えば、特許文献１に記載のコネ
クタにおいては、当該コネクタのハウジングにシリンダを一体的に形成し、ピストンの外
周部にＯリングを設け、Ｏリングをシリンダの内周面に摺接させる。ピストンとＯリング
によって、燃料通路に連通する燃料室と空気の入ったエア室とを液密に仕切るようにして
いる。このコネクタは、脈動初期における圧力変動が小さいときにはＯリングとシリンダ
の内周面との間の摺動抵抗によって圧力変動を低減し、それでは低減できない圧力変動が
発生した場合にはエア室の空気により圧力変動を低減するとされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－１６３１５４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記コネクタにおいては、Ｏリングはシール性を確保するためにシリンダの内周面に対
して径方向に圧縮された状態で接触している。このようなＯリングがシリンダの内周面を
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摺動することによって、経年変化によってＯリングの摺動抵抗が変化するおそれがある。
Ｏリングの摺動抵抗が変化すると、脈動を低減する力が変化することになり、所望の脈動
の低減効果を発揮することができなくなるおそれがある。例えば、初期において、所望の
周波数帯の脈動を低減するようにチューニングしたとしても、経年変化後において、低減
できる周波数帯が変化してしまい、所望の周波数帯の脈動を低減できなくなるおそれがあ
る。従って、上記コネクタは、低減すべき脈動の周波数のチューニングが容易ではない。
さらに、上記コネクタは、Ｏリングを摺動させる構造であるために、Ｏリングのシール性
能が低下するおそれがある。
【０００６】
　本発明は、このような事情に鑑みてなされたものであり、ピストンの移動によって脈動
を低減する構造を採用した場合に、低減すべき脈動の周波数のチューニングを容易にする
と共に、ピストンが移動したときのシール性能の低下を防止することができるコネクタを
提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本手段に係るコネクタは、シリンダとピストンとの間に配置する弾性シール部材を、シ
リンダの端面とピストンの端面との間に圧縮した状態で挟むようにすることとした。つま
り、弾性シール部材は、シール機能のみを有し、脈動を低減する方向の力を発揮しないよ
うにし、付勢体が脈動を低減する方向の力を発揮するようにした。このように、シール機
能を有する部材と脈動低減機能を有する部材とを分離することとした。
【０００８】
　すなわち、本手段に係るコネクタは、一端から他端へ流体を流通させる流路を形成し、
一端側の第一部材と他端側の第二部材とを連結するハウジングと、ハウジングに設けられ
る脈動低減部材とを備える。脈動低減部材は、ハウジングに一体的に筒形状に形成され、
筒形状の一端側の開口部を流路に連通させ、筒形状の径方向内方に張り出す環状のつば部
を有する前記シリンダと、シリンダ内においてつば部より流路の反対側に配置され、シリ
ンダ内を移動可能なピストンと、つば部の端面とピストンの一端面との間に圧縮された状
態で挟まれ、シリンダ内においてピストンより流路側の領域と流路の反対側の領域とを仕
切り、ピストンの位置に応じて圧縮状態が変化する弾性シール部材と、シリンダ内におい
てピストンより流路の反対側の領域に配置され、ピストンを流路側への移動させる付勢力
でありかつ弾性シール部材を圧縮する付勢力を付与する付勢体とを備える。
【０００９】
　上記により、付勢体がピストンに対して付勢力を付与することで、流体の脈動を低減す
ることができる。そして、ピストンが移動するときに、弾性シール部材の圧縮量が変化す
るが、弾性シール部材がシリンダを摺動することはない。従って、上記コネクタによれば
、弾性シール部材が摺動することによるシール性能の低下を防止できる。
【００１０】
　さらに、弾性シール部材はシリンダに対して摺動しないため、摺動によって経年劣化し
ない。そのため、弾性シール部材の摺動による経年劣化によって、低減すべき脈動の周波
数が変化することを防止できる。また、弾性シール部材は、ピストンを流路側へ付勢する
力を発揮しない。弾性シール部材は、ピストンを流路とは反対側へ付勢している。つまり
、脈動の低減に対しては、付勢体による付勢力が寄与するのに対して、弾性シール部材に
よる弾性力は寄与しない。従って、低減すべき脈動の周波数のチューニングには、付勢体
が関与するのに対して、弾性シール部材は関与しない。その結果、低減すべき脈動の周波
数のチューニングが容易となる。
【００１１】
　好ましくは、付勢体は、ピストンの他端面とシリンダの他端側の面との間に取り付けら
れるコイルばね、板ばね、弾性樹脂およびゴムの何れかである弾性材を備える。このよう
な弾性材を用いることで、確実に脈動を低減できる。例えば、コイルばね、板ばねおよび
弾性樹脂は反発弾性率が大きいため、ピストンへの反発力によって脈動を低減できる。一
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方、ゴムすなわち粘弾性体は、粘性成分によりピストンの変位エネルギーを吸収すること
ができ、その結果、脈動を低減できる。
【００１２】
　また、一つの態様として、シリンダは、筒形状の他端側に開口部を備え、シリンダ内に
おいてピストンより流路の反対側の領域は、大気に開放されている。これにより、容易に
設計することができる。また、ピストンの流路の反対側に存在する大気は、ピストンを流
路側へ付勢する力を発生しない。従って、付勢体として、上記弾性材のみを適用すること
で、低減する脈動の周波数のチューニングが容易にできる。
【００１３】
　また、他の態様として、シリンダは、筒形状の他端側に閉塞底面を備え、シリンダ、ピ
ストンおよび弾性シール部材は、シリンダ内においてピストンより流路の反対側の領域に
密閉室を形成し、付勢体は、弾性材に加えて、密閉室内の気体を備える。この場合、付勢
体は、弾性材と密閉室内の気体となる。このように、ピストンの流路とは反対側の領域を
密閉室とすることで、仮に、流体がシール部材を通過したとしても、流体が外部へ漏れ出
ることを防止できる。このように、流体漏出のフェールセーフ機能を有することができる
。
【００１４】
　また、さらに他の態様として、シリンダは、筒形状の他端側に閉塞底面を備え、シリン
ダ、ピストンおよび弾性シール部材は、シリンダ内においてピストンより流路の反対側の
領域に密閉室を形成し、付勢体は、密閉室内の気体である。この場合、密閉室内の気体が
、ピストンに対する付勢力を発揮する。ここで、気体は、粘弾性体と同様の作用を有する
。この気体には、空気が好適である。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の第一実施形態のコネクタの縦断面図である。
【図２】図１のII部分の拡大図である。
【図３】本発明の第二実施形態のコネクタの部分的な縦断面図であり、図２に相当する図
である。
【図４】本発明の第三実施形態のコネクタの部分的な縦断面図であり、図２に相当する図
である。
【図５】本発明の第四実施形態のコネクタの部分的な縦断面図であり、図２に相当する図
である。
【図６】本発明の第五実施形態のコネクタの部分的な縦断面図であり、図２に相当する図
である。
【図７】本発明の第六実施形態のコネクタの部分的な縦断面図であり、図２に相当する図
である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　＜第一実施形態＞
　本実施形態のコネクタ１は、自動車の燃料供給系において、燃料タンクからポンプによ
り圧送される流体燃料を流通させるホース２と、供給される当該流体燃料をインジェクタ
に分配供給するフューエルデリバリパイプ３とを連結する。そして、インジェクタの開閉
状態を制御することにより、エンジンのシリンダ内に所望量の流体燃料が噴射される。
【００１７】
　つまり、コネクタ１は、一端から他端へ流体燃料を流通させる流路を形成しており、コ
ネクタ１の一端に第一部材としてのホース２の先端を取り付け、コネクタ１の他端にパイ
プ３の先端を取り付ける。このようにして、コネクタ１は、ホース２側からパイプ３側へ
流体燃料を流通させる。
【００１８】
　そして、インジェクタの開閉動作によって、ホース２、コネクタ１およびパイプ３を流
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通する流体燃料に脈動が生じる。ホース２がゴム製の場合にはホース２が脈動を低減する
効果を発揮していたが、ホース２を樹脂製にする場合には、ホース２による脈動低減効果
を得ることができない。本実施形態のコネクタ１は、樹脂製のホース２を適用する場合に
、効果的に脈動を低減することができる。ただし、ゴム製のホース２を適用する場合に、
本実施形態のコネクタ１を適用することもできる。
【００１９】
　ここで、本実施形態のコネクタ１は、クイックコネクタを例に挙げて説明するが、本発
明は、クイックコネクタに限られるものではなく、単純なタイプのコネクタにも適用でき
る。以下、コネクタ１の詳細について説明する。
【００２０】
　本実施形態のコネクタ１は、図１に示すように、エルボータイプのコネクタである。コ
ネクタ１は、ハウジング１０と、ホース接続部２０と、シール部材３０と、係止部材４０
と、脈動低減部材５０とを有する。ハウジング１０は、樹脂（例えば、ＰＡ（ポリアミド
））製であって、筒状に形成されている。ハウジング１０には、ハウジング１０の端部開
口からパイプ３が挿入される。ハウジング１０には、径方向に貫通し互いに対向する窓部
１１，１１がそれぞれ形成されている。ここで、パイプ３の先端側には、先端面から距離
を隔てた位置に遠心方向に突出する環状凸部３ａが形成されている。環状凸部３ａが、ハ
ウジング１０の内部に挿入される。
【００２１】
　ホース接続部２０は、ハウジング１０のうち端部開口と反対側に一体的に形成されてい
る。そして、ハウジング１０とホース接続部２０とにより、Ｌ字形状（エルボータイプ）
となる。ホース接続部２０の内周面には貫通した軸穴２１が形成され、外周面には軸方向
に複数の環状鋭突起２２，２２が形成されている。ホース接続部２０の外周面にホース２
を圧入により挿入し、環状鋭突起２２，２２によりホース２の抜けを規制している。また
、隣り合う環状鋭突起２２，２２の間にはＯリングなどが適宜嵌入され、ホース２とホー
ス接続部２０との間でシールするようにしてもよい。
【００２２】
　シール部材３０は、ハウジング１０の内周面とパイプ３の外周面との間の径方向隙間に
配置されている。シール部材３０は、ハウジング１０の内周面とパイプ３の先端部の外周
面とをシールする一対のＯリング３１，３１と、一対のＯリング３１，３１の間に配置さ
れる円筒状のカラー部材３２と、ハウジング１０の端部開口側に当該径方向隙間を軸方向
に塞ぐ円筒状のブッシュ３３とにより構成される。
【００２３】
　係止部材４０は、弾性変形可能な樹脂（例えば、ＰＡ（ポリアミド））製であり、Ｃ形
状の径方向断面形状に形成され、Ｃ形状の周方向両端部の間に比較的大きな変形用隙間が
設けられている。係止部材４０の外周面には、径方向外方に突出した一対の係止爪部４１
が形成されている。係止爪部４１は、ハウジング１０の端部開口から挿入されて、係止爪
部４１がハウジング１０の窓部１１，１１に係止する。このようにして、ハウジング１０
に対する係止部材４０の抜けを規制する。
【００２４】
　さらに、係止部材４０には、パイプ３とハウジング１０との連結時にパイプ３の環状凸
部３ａが入り込むスリット４２が対向して形成されている。つまり、係止部材４０がハウ
ジング１０に挿入保持された状態において、パイプ３がハウジング１０に挿入されると、
パイプ３の環状凸部３ａがスリット４２に係止されることで、ハウジング１０および係止
部材４０に対するパイプ３の抜けが規制される。なお、係止部材４０を縮径させることで
、パイプ３および係止部材４０をハウジング１０から離脱させることができる。
【００２５】
　上記のようにハウジング１０に係止部材４０を介してパイプ３を取り付け、かつ、ホー
ス接続部２０にホース２を取り付けた状態において、ホース２側からパイプ３側へ向かう
Ｌ字形状の流路が形成される。
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【００２６】
　脈動低減部材５０は、図１および図２に示すように、ハウジング１０のホース接続部２
０側に設けられる。脈動低減部材５０は、シリンダ６０と、ピストン７０と、弾性シール
部材８０と、付勢弾性材９０とを備える。
【００２７】
　シリンダ６０は、円筒形状に形成され、ハウジング１０のホース接続部２０側に一体的
に設けられる。本実施形態においては、シリンダ６０の円筒形状の軸方向が、ホース接続
部２０の軸穴２１と同方向にされている。なお、シリンダ６０は、ハウジング１０と一体
成形されているが、ハウジング１０と別体成形した後にハウジング１０に一体的に接合し
てもよい。
【００２８】
　シリンダ６０の円筒形状の一端側（図１および図２の下側）には、開口部６１が形成さ
れている。この開口部６１は、ハウジング１０の流路側に連通している。以下、当該開口
部６１を流路側開口部と称する。流路側開口部６１の内径は、シリンダ６０の中央部の内
径より小さく形成される。つまり、流路側開口部６１を形成する部分には、シリンダ６０
の円筒形状の径方向内方に張り出す環状のつば部６２が形成される。一方、シリンダ６０
の円筒状の他端側（図１および図２の上側）の底部６３にも開口部６４（以下、「底部側
開口部」と称する）が形成されている。底部６３のうち内側端面は、中心に凹所６３ａを
有するような段付き形状に形成されている。
【００２９】
　ピストン７０は、ほぼ円板形状に形成され、シリンダ６０内をシリンダ６０の円筒形状
の軸方向に移動可能となるようにシリンダ６０内に収容されている。つまり、ピストン７
０は、シリンダ６０のつば部６２より流路の反対側に配置され、シリンダ６０の底部６３
より流路側に配置されている。そして、ピストン７０の外径は、シリンダ６０の内径より
も僅かに小さく形成されている。
【００３０】
　また、ピストン７０のうち流路側開口部６１側の端面には、外周全周に亘って凹状に切
欠形成された流路側外周凹所７１が形成されている。この外周凹所７１は、シリンダ６０
のつば部６２に対向する。さらに、ピストン７０のうち底部６３側の端面には、中央部に
円形凹所７２が形成されている。この円形凹所７２は、底部側開口部６４に対向する。
【００３１】
　弾性シール部材８０は、例えば、ゴム製のＯリングを用いる。弾性シール部材８０は、
シリンダ６０のつば部６２の端面とピストン７０の流路側外周凹所７１との間に圧縮され
た状態で挟まれる。弾性シール部材８０がピストン７０の流路側外周凹所７１に配置され
ることで、ピストン７０に対する弾性シール部材８０の芯ずれを防止している。また、弾
性シール部材８０の外径をシリンダ６０の内径と同程度とすることで、シリンダ６０に対
する弾性シール部材８０の芯ずれを防止している。従って、弾性シール部材８０は、シリ
ンダ６０およびピストン７０に対して同心的に配置された状態を維持する。
【００３２】
　上記のように配置される弾性シール部材８０は、シリンダ６０内において、ピストン７
０より流路側の領域と流路の反対側の領域とを仕切り、両領域間での流体の流動を規制す
る。弾性シール部材８０により仕切られた流路側の領域には、シリンダ６０の流路側開口
部６１を通して、流体燃料が存在している。一方、弾性シール部材８０により仕切られた
流路とは反対側の領域は、シリンダ６０の底部側開口部６４を介して、大気開放されてい
る。つまり、当該領域には、大気が存在している。
【００３３】
　ここで、ピストン７０は、上述したように、シリンダ６０内において移動可能である。
そのため、弾性シール部材８０は、ピストン７０がシリンダ６０内においてどの位置に位
置する場合においても、つば部６２およびピストン７０から離れることなく、両領域に対
してシールしている。つまり、ピストン７０の位置に応じて、弾性シール部材８０の圧縮



(7) JP 5595457 B2 2014.9.24

10

20

30

40

50

状態が変化する。従って、弾性シール部材８０は、少なくともピストン７０の移動量に相
当する量の弾性変形が可能な材質および形状とする。なお、弾性シール部材８０は、Ｏリ
ングの他に、環状に形成され弾性変形可能であればどのような材質および形状であっても
よい。
【００３４】
　付勢弾性材９０は、シリンダ６０内において、ピストン７０より流路の反対側の領域に
配置される。具体的には、付勢弾性材９０は、シリンダ６０の底部６３の凹所６３ａとピ
ストン７０の円形凹所７２との間に挟まれる。この付勢弾性材９０は、コイルばねであり
、一端側が底部６３の凹所６３ａに接触し、他端側が円形凹所７２に接触している。つま
り、付勢弾性材９０は、シリンダ６０の底部６３に対して、ピストン７０を流路側へ移動
させる付勢力を付与する。さらに、この付勢力は、弾性シール部材８０を圧縮する力でも
ある。
【００３５】
　そして、付勢弾性材９０の両端は、両凹所６３ａ，７２に配置されているため、シリン
ダ６０およびピストン７０に対して芯ずれを防止できる。従って、付勢弾性材９０は、常
に安定した付勢力をピストン７０に対して付与することができる。
【００３６】
　次に、上述した脈動低減部材５０の動作について説明する。初期状態として、弾性シー
ル部材８０および付勢弾性材９０は、圧縮状態とされている。そして、ハウジング１０お
よびホース接続部２０内の流路を流通する流体燃料に脈動が生じていない場合には、流体
燃料の圧力および弾性シール部材８０の弾性力の合計と、付勢弾性材９０であるコイルば
ねの付勢力とが釣り合った状態で維持される。
【００３７】
　インジェクタの開閉動作によって流体燃料に脈動が生じた場合には、ハウジング１０内
の流体燃料の圧力が変動する。流体燃料の圧力が高くなると、付勢弾性材９０の付勢力に
抗してピストン７０を移動させる。そうすると、付勢弾性材９０の付勢力が高くなり、付
勢弾性材９０の反発力の作用によって、ピストン７０を流路側へ押し戻す。特に、コイル
ばねの反発弾性率は大きい。この動作によって、流体燃料の脈動が低減される。
【００３８】
　このとき、弾性シール部材８０の圧縮量は、ピストン７０がシリンダ６０の底部６３側
へ移動すると初期状態よりも低減し、ピストン７０がシリンダ６０のつば部６２側へ移動
すると初期状態よりも増大する。この間、弾性シール部材８０は、常に、つば部６２の端
面とピストン７０の流路側外周凹所７１の端面とに接触している。従って、流体燃料は、
弾性シール部材８０からシリンダ６０の底部６３側へ漏れ出ることはない。
【００３９】
　そして、弾性シール部材８０は、端面同士に挟まれているため、ピストン７０が移動す
るときに、シリンダ６０の内周面を摺動することはない。従って、弾性シール部材８０が
摺動することによるシール性能の低下を防止できる。つまり、経年後においても、弾性シ
ール部材８０のシール性能は高い状態を維持できる。
【００４０】
　さらに、弾性シール部材８０がシリンダ６０に対して摺動しないため、摺動によって経
年劣化しない。仮に、弾性シール部材８０がシリンダ６０に対して摺動することにより脈
動低減機能を有するとした場合には、弾性シール部材８０の経年劣化状態に応じて脈動を
低減する周波数に影響を及ぼすおそれがある。しかしながら、本実施形態によれば、弾性
シール部材８０の摺動による経年劣化はないため、低減すべき脈動の周波数が変化するこ
とを防止できる。
【００４１】
　さらに、弾性シール部材８０がピストン７０に対して付勢する方向は、付勢弾性材９０
による付勢方向とは逆となる。つまり、弾性シール部材８０は、シール機能のみを有し、
脈動を低減する方向の力を発揮せず、付勢弾性材９０のみが脈動を低減する方向の力を発
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揮する。従って、脈動の低減に対しては、付勢弾性材９０の付勢力が寄与するのに対して
、弾性シール部材８０による弾性力は寄与しない。このように、シール機能を有する部材
と脈動低減機能を有する部材とを分離している。その結果、低減すべき脈動の周波数のチ
ューニングが容易となる。
【００４２】
　また、シリンダ６０内においてピストン７０より流路の反対側の領域は、大気に開放さ
れている。これにより、容易に設計することができる。また、ピストン７０の流路の反対
側に存在する大気は、ピストン７０を流路側へ付勢する力を発生しない。従って、付勢体
として、上記付勢弾性材９０のみを適用することで、低減する脈動の周波数のチューニン
グが容易にできる。
【００４３】
　＜第二実施形態＞
　次に、第二実施形態のコネクタ１について、図３を参照して説明する。ここで、本実施
形態のコネクタ１は、上記実施形態に対して脈動低減部材５０のみ相違する。そこで、以
下においては、相違点のみについて説明する。また、本実施形態の構成において、上記実
施形態と同一または対応する構成については同一符号を付す。
【００４４】
　本実施形態の脈動低減部材５０は、第一実施形態の脈動低減部材５０に対して、シリン
ダ６０の底部側開口部６４を有さない点のみ相違する。つまり、シリンダ６０の底部６３
は、閉塞底面を形成する。両実施形態において、その他は共通する。
【００４５】
　つまり、シリンダ６０、ピストン７０および弾性シール部材８０は、シリンダ６０内に
おいて、ピストン７０より流路の反対側の領域に密閉室を形成する。こお密閉室には、例
えば空気などの気体を封入する。そして、密閉室内の空気が、付勢弾性材９０に加えて、
付勢体として機能する。脈動の周波数のチューニングは、付勢弾性材９０であるコイルば
ねの調整に加えて、密閉室内に封入する空気の圧力を調整することになる。
【００４６】
　また、ピストン７０の流路とは反対側の領域を密閉室とすることで、仮に、流体燃料が
弾性シール部材８０を通過したとしても、流体燃料が外部へ漏れ出ることを防止できる。
このように、流体燃料の漏出のフェールセーフ機能を有することができる。
【００４７】
　＜第三実施形態＞
　次に、第三実施形態のコネクタ１について、図４を参照して説明する。本実施形態の脈
動低減部材５０は、第一実施形態の脈動低減部材５０に対して、付勢弾性材９０が相違す
る。本実施形態の付勢弾性材９０は、複数枚の板ばねを適用している。複数枚の板ばねは
、積層して、シリンダ６０の底部６３とピストン７０の円形凹所７２との間に挟まれる。
板ばねは、コイルばねと同様に、反発弾性率が大きいため、コイルばねと同様の効果を奏
する。
【００４８】
　ここで、それぞれの板ばねは、僅かに湾曲した形状に形成される。そして、複数枚の板
ばねを積層する場合に各板ばねの芯ずれを防止するために、各板ばねは、シリンダ６０の
底部６３側からピストン７０の円形凹所７２側に行くに従って、階段状となる大きさに形
成する。
【００４９】
　＜第四実施形態＞
　次に、第四実施形態のコネクタ１について、図５を参照して説明する。本実施形態の脈
動低減部材５０は、第三実施形態の脈動低減部材５０に対して、付勢弾性材９０が相違す
る。本実施形態の付勢弾性材９０は、１つのテーパ筒形状の板ばねを適用している。板ば
ねは、シリンダ６０の底部６３とピストン７０の円形凹所７２との間に挟まれる。板ばね
は、コイルばねと同様に、反発弾性率が大きいため、コイルばねと同様の効果を奏する。
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【００５０】
　＜第五実施形態＞
　次に、第五実施形態のコネクタ１について、図６を参照して説明する。本実施形態の脈
動低減部材５０は、第二実施形態の脈動低減部材５０に対して、ハウジング１０に対する
取付位置および向きが相違する。
【００５１】
　第二実施形態においては、シリンダ６０の円筒形状の軸方向をホース接続部２０の軸穴
２１と同方向にしたが、本実施形態においては、シリンダ６０の円筒形状の軸方向をハウ
ジング１０の軸方向と同方向となるように、ハウジング１０に一体的に形成する。この場
合も、上記実施形態と同様の効果を奏する。
【００５２】
　＜第六実施形態＞
　次に、第六実施形態のコネクタ１について、図７を参照して説明する。本実施形態のコ
ネクタ１は、ストレートタイプのコネクタである。つまり、ハウジング１０の軸方向とホ
ース接続部２０の軸方向とが一致する。このとき、脈動低減部材５０は、ハウジング１０
のうちホース接続部２０側に設ける。そして、脈動低減部材５０は、第二実施形態におけ
る脈動低減部材５０と同一とするが、他の実施形態の脈動低減部材５０を適用することも
できる。
【００５３】
　＜その他＞
　上記実施形態の他、付勢弾性材９０として、コイルばね、板ばねに代えて、弾性樹脂を
適用することもできる。弾性樹脂には、例えば、オレフィン系熱可塑性エラストマー、エ
ステル系熱可塑性エラストマー、ポリアミド系熱可塑性エラストマー、塩化ビニル系熱可
塑性エラストマー、ポリウレタン系熱可塑性エラストマー、シラン架橋樹脂である。弾性
樹脂は、コイルばねおよび板ばねに比べて弾性変形量が小さいが、弾性変形可能な範囲内
での使用であれば、コイルばねなどと同様の効果を奏する。
【００５４】
　また、付勢弾性材９０として、ゴムを適用することもできる。ゴムすなわち粘弾性体は
、弾性成分による反発力に加えて、粘性成分によりピストン７０の変位エネルギーを吸収
することができる。従って、エネルギー吸収効果によって、脈動を低減できる。
【００５５】
　また、第二実施形態において、付勢体は、付勢弾性材９０であるコイルバネ、および、
密閉室内の空気とした。この場合に、付勢弾性材９０を取り除いて、付勢体として密閉室
内の空気のみとすることもできる。この場合も、空気による反発力によって脈動を低減で
きる。
【符号の説明】
【００５６】
１：コネクタ、　２：ホース、　３：フューエルデリバリパイプ、　３ａ：環状凸部、　
１０：ハウジング、　４０：係止部材、　５０：脈動低減部材、　６０：シリンダ、　６
１：流路側開口部、　６２：つば部、　６３：底部、　６４：底部側開口部、　７０：ピ
ストン、　７１：流路側外周凹所、　７２：円形凹所、　８０：弾性シール部材、　９０
：付勢弾性材（付勢体）
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